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１ はじめに

平成２２年厚岸町議会第１回定例会の開会にあたり、町政執行に関

する私の所信を申し上げます。

本年、わが町は、町制施行１１０周年を迎えるに至りました。明治
まち

３３年７月１日、一級町村制施行により４町７村を合して厚岸町とな
ごう

り、初代町長として石黒康次氏が就任、現在、私が１９人目の町長と
こ う じ

なります。今日の厚岸町の発展の基礎を築かれた先人のご労苦の歩み

に、深い敬意を表しますとともに、それを引き継いでこられた町民の

皆さんのご努力と深い郷土愛に、心から感謝を申し上げます。

私は、昨年７月に３期目の町政を担わせていただくことになり、町

長就任から通算し、間もなく９年が経とうとしております。

この間、私は、厳しい地方財政に対応するため、３次にわたる「厚

岸町財政運営基本方針」を策定し、財政改革をはじめとして、厚岸町

の健全財政の確立に向けて懸命な努力を続けてまいりました。また、

本格的な地方分権時代を迎え、まちづくりの基本は、町民の皆さんと

行政がともに将来を見据えて、お互いが協力してまちづくりを進める

「協働のまちづくり」を訴えてまいりました。さらには 「厚岸町再、

発見」と位置づけ、町民の皆さんが何がまちの魅力かを原点に返って

考え、厚岸町の良さを再認識し、まちに誇りと自信を持てるまちづく

りに力を注いできたところであります。そして、時代の変化と町民ニ

ーズに応じた効率的で効果的な行政組織体制と町職員の意識改革や資

質の向上に努めてまいりました。このことは、行政運営上に一定の効

果を生み、厚岸町にとって新しい基礎固めができたものとして評価し

ております。
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一方、昨年８月の衆議院議員総選挙において「政権交代」という大

きな出来事がありました。新政権が示している「地域主権」は、私が

先の町長選挙の公約に掲げた「地域主権型社会の構築」と相通じるも

のがあると思っております。

私が目指す「地域主権型社会」とは、私たちが暮らす地域社会が主

体となって築き上げる社会であり、これまで私が唱えてきた「協働の

まちづくり」によって実現する社会であります。地域が知恵を絞り、

みんなで議論しながらまちづくりを進めていくことで、やる気と元気

が生まれ、厚岸町の活性化に必ずや結びつくものと考えております。

この社会の確立のためにも、国に対しては、地方の意見を十分組み入

れた地方重視の施策を求めてまいりたいと思います。

本年は 「第５期厚岸町総合計画」がスタートする年であります。、

これからの厚岸の姿を描いた、１０年間のまちづくりの基本となる

この計画を、新しい厚岸町発展のベースとして、その実現に向け、町

民の皆さんとともに英知を結集し、しっかりと取り組んでまいります

ので、町民の皆さん、町議会議員の皆さんの一層のご理解とご協力を

お願い申し上げます。
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２ 町政に臨む基本姿勢

政権交代で、国の政策が大きく変化しようとしています。

新しい政権のもと、国の予算の無駄を洗い出し、透明性を高め、効

果的な施策に振り向けていくという、行政刷新会議による「事業仕分

け」が行われ、既存施策の廃止や見直し、地方移管などの大胆な予算

改革に着手しておりますが、一方で過疎地の活性化や地方での暮らし

の安全・安心などに必要不可欠な事業が「廃止 「縮減」されること」

への不安の声があがっております。

地方行政への影響も懸念されるところであり、町政の執行にあたっ

ては、今後の国の予算編成や税制改正などの動きを十分注視しながら

施策の選択をし、適切な行財政の運営に努めてまいります。

なお、このような経済情勢に対応し、政府は前政権と同様、経済対

策を最重点課題として、本年１月の第２次補正予算において「地域活

性化・きめ細かな臨時交付金」を創設しました。この施策に基づき、

、 、厚岸町においてもその取組を進めるため 先の町議会臨時会において

対象事業の補正予算を可決いただいたところでありますが、これら事

業の実質的な実施は、本年４月以降となることから、この執行方針に

は、こうした繰越事業も含めておりますことをあらかじめご承知願う

ものであります。

国の財政政策は 政権交代を機に 無駄の削減に重点がおかれ コ、 、 、「

ンクリートから人へ」という理念のもと新年度予算を編成し、一般会

計予算の総額は約９２兆３，０００億円で過去最大の予算規模であり

ます。一方で、公共事業費は、過去最高の減少率を記録し、北海道開

発事業費も大きく減少しました。



- 4 -

この予算案が国民生活、そして地方の政策にどのような影響を及ぼ

す内容であるか十分に見極め、柔軟かつ迅速に対応していく必要があ

ります。

このような状況の中で厚岸町の財政は、依然厳しい状況が続いてい

ます。しかし、町民の皆さんが心から安心できる「まちづくり」のた

めの重要施策は最優先に行わなければなりません。

常に「無駄や使命を終えた業務」はないか、あるいは「適切公平な

負担」であるか、という意識で業務を見直す一方で、町民の幸せ実現

に必要な事務事業の選択と集中に、最善の対応をしてまいります。

３ 主要な施策の推進

次に、平成２２年度において、私が取り組む主要な施策の推進につ

いて、第５期厚岸町総合計画の５本のまちづくりの柱に沿って申し上

げます。

(１) 自然との調和を大切にした快適で安全なまちづくり

まちづくりの柱の一点目は 「自然との調和を大切にした快適で安、

全なまちづくり」であります。

先人から受け継いだ豊かな環境・資源を、将来にわたって引き継ぐ

ためには、自然環境の破壊や資源を浪費するのではなく、自然と共生

していくことが大切であります。厚岸町の基幹産業である漁業と酪農

業は 「自然産業」といえるほど自然環境を保全してはじめて成立す、
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る業種であるため、漁業や酪農業を振興し、地域を活性化するために

は、環境への負荷の低減など、積極的な環境保全を行うことが重要で

あります。

厚岸町豊かな環境を守り育てる基本計画において「持続可能な産業

と生活のために」と定め、めざす環境の姿を実現するために、各項目

毎に施策の基本方針のもと、行動指針と環境定量目標を掲げて取り組

んでおり、町民組織である「町民検討会議」と庁内組織である「環境

政策調整会議」において３年目の進行管理を的確に行い、町民や事業

所などに周知を図り、さらに実行性を高めてまいります。

特に、厚岸町は地形的に、森林から湿原・河川・湖・湾へと水で繋

がっており、その中で大きな役割を担っている河川流域の保全が重要

であります。そのため、上流域の標茶町を含めた地域や団体との協働

による広域的な取組として、河畔林の造成や牡蠣殻による水質浄化実

証試験、家畜ふん尿の適正処理の現地確認などを継続実施してまいり

ます。

また、厚岸湖を中心とした水質保全のため、北海道をはじめとする

関係機関と引き続き調整検討を進めてまいります。

厚岸町環境マネジメントシステムは、環境への負荷を軽減し、良好

な環境を将来へと引き継ぐために厚岸町の施設はもとより、まちの将

来を担う子どもたちにも学校での自主的な活動を促し、引き続き取り

組んでまいります。

野生鳥獣対策として、主に年々頭数が増加し全道的な問題になって

いるエゾシカについては、山間部の駆除頭数を増やすとともに、出没

が増え駆除要請の多い湖南地区では引き続き地元猟友会の協力を得て

駆除を実施し、町民の事業活動や生活への影響を軽減したいと考えて
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おります。

水道については、宮園配水池の更新に向けた基本設計を行うほか、

白浜町６号通りや湾月町横３の通りなどの配水管の整備を進めるとと

もに、仕切弁の更新などにより、施設の適正な維持管理に努めてまい

ります。また、良質な原水を安定的に確保するため、水源かん養林の

取得を継続してまいります。

水道経営については、独立採算性の原則のもとで、健全経営に努め

てまいりました。しかし、人口の減少や少子高齢化などの社会経済情

勢の変化による収益の減少、施設の維持管理費用の増加などにより、

平成２０年度から赤字に転じ、本年度予算においても約１，４６０万

。 、円の収支不足を計上しております 今後も収益の減少が見込まれる中

老朽施設の更新や災害に強い施設整備などで安全・安心な水を安定的

に供給していくためには、早急に収支の改善を図り、経営基盤を強化

する必要があります。このようなことから、今後必要な財源を確保す

るための料金改定に向けた検討を進めてまいります。

下水道事業については、国の平成２２年度予算において、抜本的な

見直しが行われ、大きな転換が図られようとしていますが、快適な生

活環境の創出と、厚岸湖・湾などの水質を保全するために重要なもの

です。この整備をさらに進めるため、港町５丁目地区や湾月２丁目地

区などの汚水管整備と、住の江、湾月及び奔渡７丁目地区の雨水管整

備を継続して実施します。また、施設の適正な維持管理と効果的・効

率的な更新による施設の延命化や投資の最小化を図るための基礎調査

を行うほか、社会経済情勢の変化に対応した今後の整備計画や公共下

水道計画区域以外の施設整備についての実施計画をまとめてまいりま

す。
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幹線町道の整備では、住の江町通りと太田８番道路の改良舗装事業

を継続いたします。また、床潭末広間道路では一部、工事に着手する

とともに、引き続き調査設計や道路用地の買収を取り進めてまいりま

す。

生活道路では、光栄、門静地区の舗装整備と、市街地の損傷の著し

い舗装や側溝の補修、町道照明の設置を進めてまいります。

また、安全な道路環境の整備として、トライベツ道路の防雪柵の実

施設計を行うとともに、桜通りの歩道改修事業や苫多道路の法面崩壊
のりめん

に伴う災害未然防止対策の事業化に向け取り組んでまいります。

このほか、大雨や高潮による道路の冠水対策として、奔渡地区の町

道嵩上げを行います。
かさ あ

高齢化が進む中、鉄道やバス輸送の公共交通は、生活交通としての

継続的な維持・確保がますます重要となってきております。路線バス

と町有バス全体の枠組みの中で、より効果的な運行展開として、引き

続きスクールバスの町民利用を全路線で実施するとともに、町内高校

の通学に対し有効に路線バスを走らせるなど、利用促進も図りながら

町民の利便性の向上に努めてまいります。

人口減少や少子高齢社会が進行する中、安心・安全な住環境の整備

に向けては、厚岸町住宅マスタープランや厚岸町公営住宅ストック総

合活用計画に基づき、民間業者と連携を図りながらその向上に努めて

まいります。

町営住宅の整備では、宮園団地の公共下水道への接続と奔渡団地の

階段手摺の設置、各団地の火災警報器の設置などを行います。また、

まちなか居住を推進するため、湖南地区中心市街地での町営住宅の事

業化に向け取り組んでまいります。
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土地利用では、土地の境界を明確にする地籍修正事業に本年度から

着手し、土地の活用と財産管理が適正に行われるよう順次取り組んで

まいります。

消費生活については、消費者を取り巻く社会問題において、架空請

求や振り込め詐欺、新たな悪質商法の横行など、その手口も巧妙化の

度合いを高め、深刻なものが多くなってきております。これによる町

民被害者を救済するための相談業務は、専門相談員の配置で体制が充

実している釧路市に委託しておりますが、町民からの消費生活相談に

スムーズな対応を図るため、厚岸町における相談窓口の充実に努める

とともに、この被害防止に向け、きめ細かな注意喚起に努めてまいり

ます。

消防及び防災については、火災時の迅速確実な消火活動を展開する
じんそく

ため、厚岸消防署が行う若松地区の消火栓の新設や救助用資器材の更

新などを支援してまいります。

また、地震や津波などの対処に時間的余裕のない事態における早期

情報の伝達は極めて重要であります。このため、国が整備を進めてい

る通信衛星を用いた緊急情報を、厚岸町の防災行政無線に連動させ、

町内全戸に瞬時に伝達する「全国瞬時警報システム」を整備し、各種

災害に迅速かつ的確に対応する体制を整えてまいります。

さらに、耐震改修促進計画に基づき、町有施設の耐震診断を実施す

るほか、民間建築物の改修相談や簡易診断を行うとともに、住宅耐震

改修補助制度の積極的な情報提供により建築物の耐震化の促進に努め

てまいります。

治山対策につきましては、急傾斜地の山地崩壊などから町民生活の

安全と財産を守るために、本年度は奔渡・松葉・筑紫恋地区の４カ所
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において予防治山及び復旧治山工事を北海道が事業主体となり実施す

る予定でありますが、さらに危険が予想される地区の予防治山工事を

北海道に要望してまいります。

治水対策では、汐見川と奔渡川の改修工事を継続し、新たに厚岸翔

洋高等学校付近における汐見川の護岸改修工事に着手いたします。

また、北海道防衛局から委託を受け、別寒辺牛川水系におけるトラ

イベツダム改良後の河川調査と土砂生産源対策調査設計を引き続き行

い、土砂生産源対策基本計画を作成するとともに、フッポウシ川にお

いて生産源対策工事に着手いたします。

廃棄物対策については、ごみの分別による適正な排出を促進し、リ

サイクル率の向上による一般廃棄物最終処分場への投入量の減量化を

図り、その延命に努めます。し尿処理施設については、公共下水道の

普及に伴うし尿の収集量の減少に対応した適正な処理に努めてまいり

ます。

資源ごみを売却した財源で山や河畔への植栽を行う「みどりの循環

構想」を広く啓発し、具体的手法を盛り込んだ「みどりの循環プロジ

ェクト」の構築を検討しながら、協働のまちづくりの一環として取組

を推進してまいります。

地域情報化については、平成２３年７月２４日に完全移行される地

上デジタルテレビ放送に対応するため、地域情報通信基盤整備事業を

地域住民や関係機関と連携しながら実施し、地上デジタルテレビ放送

の難視聴地区の解消を図ってまいります。また、同事業の光通信網に

よりブロードバンド化未整備地域の解消を図り、できるだけ多くの町

民が高速通信回線などの利用が可能な環境整備を進めるほか、行政と

して新たな情報通信媒体の導入と活用を図ってまいります。
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(２) にぎわいに満ちた活力と魅力あるまちづくり

まちづくりの柱の二点目は 「にぎわいに満ちた活力と魅力あるま、

ちづくり」であります。

まず水産業についてであります。

漁業を取り巻く環境は、燃油高、資材費の高騰、不況や「さかな離

れ」の影響による魚価安、さらには漁獲量の減少などにより、依然と

して厳しい状況が続いています。

こうした中、漁業生産基盤の整備とつくり育てる漁業の推進は、漁

業経営を維持していくための基本的なものです。沿岸の資源増大と漁

場管理対策として、大黒島沖にタコやカレイ、ホッケを対象とした魚

礁の設置が北海道により引き続き行われるほか、漁業協同組合が事業

主体で例年実施してきているヒトデ駆除事業や昆布漁場改良事業など

の各種事業に対する町の支援も継続してまいります。また、昨年、新

規事業として採択された環境・生態系保全活動支援事業により、昆布

漁場の岩盤清掃が引き続き行われるほか、通称三角ツブの駆除事業が

拡大して実施される予定となっており、これらの効果的な事業展開が

図られるよう釧路地区水産技術普及指導所などの関係機関とも連携を

強化してまいります。

また、漁業経営の維持を図る上で、担い手の育成・確保も重要な課

題であります。このため、関係機関や厚岸翔洋高等学校と連携し、各

種研修制度の活用や情報の収集提供に努めてまいります。

漁港の整備では、厚岸漁港において、厚岸地域マリンビジョン計画

に沿い、門静地区の漁港整備は、順調に事業費が投入され、平成２３

年度の完成を目指し、着実に工事が推進されるよう関係機関に要請し
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てまいります。

また、厚岸漁港は、流通、加工などを含めて安全で安心な水産物を

全国に供給する重要な役割を担っており、その対応のため湖北地区岸

壁の衛生管理型漁港施設の調査検討が引き続き進められるとともに、

懸案となっている港町北側の湖内地区護岸施設の冠水対策についても

具体的な協議が進められるよう関係機関に要請してまいります。

床潭漁港については、平成２４年度から始まる次期の漁港整備計画

に、地元から新たに要望されている外防波堤の設置について登載され

るよう、北海道に要請してまいります。

また、高潮や浸食から海岸を守るための海岸保全事業については、

多くの要望を受けており、計画的に推進されるよう引き続き北海道と

国に強く要望してまいります。

なお、厚岸漁港海岸真竜地区の護岸については、老朽化が進み耐震

性能も満たしていないとして、本年度、北海道において平成２３年度

着工に向けた詳細設計が実施されます。

カキ種苗センターは、産業振興に寄与する施設としての役割を果た

すため、より一層の技術の向上に取り組み、良質なカキ種苗を漁業者

に安定的に供給しながら健全な運営に努めてまいります。また、厚岸

海域における水質調査や養殖試験などを引き続き実施しデータの蓄積

を図り、厚岸独自のカキ養殖技術の向上のため、漁業者への情報提供

に努めてまいります。

太宗漁業であります昆布の消費は引き続き低迷しており、消費拡大

の取組支援を継続していくとともに、輸入割当制度（ＩＱ）の堅持と

原産地表示の義務化に向け、漁業協同組合と連携し、国に対して要請

していきたいと考えております。
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近年、食品の衛生管理が大きな社会問題となっております。こうし

た中、厚岸町で生産される安全で良質な水産物の供給体制を整えるた

めには、漁業関係者の一体となった取組が必要なことから、水産物の

衛生管理講習会の開催や衛生管理型漁港施設の検討などを通じて、品

質管理や衛生管理に対する共通認識を深め、地域の実態に即した地域

ハサップの取組を進めてまいります。

次に、農業についてであります。

近年の酪農の経営環境は、飼料価格の高値水準のもと生産コストは

増加する一方で、生産者価格はコスト上昇分を十分に転化できず、生

乳生産量の伸び悩みもあり、農業所得は大幅に減少するなど引き続き

厳しい状況となっています。

、 （ ） （ ）さらに ＷＴＯ 国際貿易機構 交渉や日豪ＦＴＡ 自由貿易協定
にちごう

交渉の行方によっては、厚岸町の酪農・畜産に甚大な打撃を与えかね
ゆ く え じんだい

ないものとなっております。

このため、政府には、今後の農政展開にあたってしっかりとした政

策支援や酪農生産基盤の維持・拡大に向けた持続的施策の遂行、さら

には農業者の所得確保や経営安定に向けて、総合的な政策支援を求め

ていきたいと考えております。

国の行政刷新会議における事業仕分けや平成２２年度予算案におい

て、農道事業の廃止や土地改良事業費の大幅削減により、厚岸町内の

基盤整備事業などにとって大変厳しい状況となっております。

しかし、良質な粗飼料確保のためには、生産基盤整備が重要である

ことから、厚岸東部地区における草地整備担い手中核型事業が新規地

区採択を受け、事業に着手してまいります。

また、農業協同組合で運営するコントラクター（農作業受委託）事
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業に用いる作業機械の導入を支援し、低コストで効果の高い酪農支援

、 。システムの強化と充実を図り 草地型酪農経営を推進してまいります

農道整備は、国において事業そのものが廃止となりましたが、新た

に創設される交付金事業により、太田地区と別寒辺牛地区における幹

線道路の整備を継続して進めてまいります。

また、家畜の飼養頭数の増加と飼養形態の変化によって、不足する
し よう

飲雑用水を確保するための「道営営農用水事業」を引き続き実施して

まいります。

中山間地域等直接支払制度は、第３期対策として５年間事業延長と

なったことから、農業協同組合や農家との連携を密接にしながら、地

域に根ざした効率的な事業展開を支援してまいります。

町営牧場では、トラクターと作業機の一部更新を行い、各団地にお

ける育成牛の受入体制と飼育環境の充実をさらに図ってまいります。

今後も、酪農家個々の飼料自給率の向上と低コストで優良後継牛を

確保する酪農支援システムにおける町営牧場の果たす役割は大きく、

引き続き牧場運営経費の節減と飼養管理技術の向上に努め、酪農家の

事業継続に対する期待に応えてまいります。

次に、林業施策について申し上げます。

森林は、木材生産機能だけでなく、水源かん養、土砂災害の防止、

、 、二酸化炭素吸収・酸素供給などの地球温暖化防止 生物多様性の保全

保健休養の場の提供など、多様な機能を有しており、私たちの生活に

深く結びついております。厚岸町の豊かな森林を将来の世代に引き継

いでいくためには、林業・漁業・農業関係者を中心に、町民・企業・

行政が一体となって、次世代を見据えた中で森林づくりを進めていく

ことが大切であり、そのためには町民の森林に対する意識のさらなる
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醸成も必要であると考えております。

町有林では、早くから森林を環境財として位置づけ、皆伐は行わず
かいばつ

に針葉樹・広葉樹の混交林化や複層林施業を推進してきました。今後
せぎょう

も森林のもつ公益的機能が増進するよう樹木の少ない林地への植栽、

、 、成長を促す保育下刈・枝打ち・除間伐 複層林化を図る受光伐を行い

長期的な視点に立った施業を進めてまいります。

私有林につきましては、森林施業の集約化を図るために森林整備地

域活動支援交付金事業を継続実施いたします。また、民有林振興対策

事業や森林整備担い手対策推進事業などを引き続き実施し、森林所有

者が主体的に森林の整備や保全を行うように森林組合を支援し、その

振興を図ってまいります。

また、片無去地区の森林の適切な施業・管理のため、本年度から基

幹作業道北片無去線整備事業の本工事に着手してまいります。

平成１２年度からスタートした町民の森植樹祭は、１０年間の歳月

をかけ、１０ヘクタールの森を完成させました。本年度は、厚岸町町

制施行百十周年記念植樹祭実行委員会主催事業として、片無去地区の

町有地で開催される植樹祭を支援してまいります。

きのこ菌床センターで製造する菌床は、早期に収穫できる短期培養

型の菌床が主体となり、生産者の栽培数量の増加により生産量は年々

増えてきております。また、食の安全性の観点から中国産輸入が激減

し、国内産の需要が高まっており、生産量のさらなる増加が期待され

るところから、今後も高品質な菌床の安定供給に努めてまいります。

きのこ生産の新規着業者の受け入れを目的とした用地の確保など、

上尾幌地区の産業を育てる環境づくりにも努めてまいります。
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次に、商工業、観光、雇用についてであります。

景気回復の遅れから、地方の商工業の経営環境は、依然として厳し

い状況にあります。

厚岸町においても、少子化や転出による人口減に加えて、個人消費

の低迷や雇用情勢の悪化などにより厳しい状況が続いており、国の緊

急経済対策による各種の臨時交付金制度を活用しながら、公共事業の

、 。確保を図りつつ 町内経済への波及に配意してきたところであります

しかし、こうした緊急経済対策後における企業の受注動向なども危惧

されるところであり、町内企業の自助努力による経営基盤の一層の強

化を促進する必要があります。このため、企業の安定経営に欠かせな

い金融の円滑化に向けて、厚岸町の融資制度をはじめとする各種公的

、 、資金の活用や 中小企業信用保険法に係る緊急保証制度の活用促進に

商工会や金融機関と連携して取り組んでまいります。また、本年、ま

ちづくりに欠かせない地域の中小企業の発展に向けて、事業者、行政

及び町民が一体となり取り組むことを理念とする「仮称・中小企業振

興基本条例」の策定を図ってまいります。

近年における北海道観光の傾向は、国内景気の低迷による観光消費

や、これまでの自然・食・温泉といった恵まれた観光資源に依存した

定番観光の行き詰まりなどから観光需要の落ち込みが続いており、厚

岸町においても観光客の入込数は減少傾向にあります。また、旅行形

態は、団体旅行が減少し、家族や友人・知人などと出かける個人・グ

ループ旅行が増加しているとともに、地域独自の資源を生かした体験

型メニューへの関心が高まっており、観光地には多様性だけではなく

観光客のニーズに合致した個性的な取組が求められております。

こうした中、厚岸町では、観光客を温かく迎えるホスピタリティ意
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識や接客サービスは十分とはいえず、加えてアウトドアやエコツーリ

ズムのガイド養成といった時代の要請にも応えられていないなど多く

の課題を抱えております。このため、観光協会などとの連携のもと、

来たいと思われる資源や魅力づくりと、来て良かったと喜んでいただ

ける受入態勢など、課題解決に取り組んでまいります。また、釧路町

・厚岸町・浜中町広域観光推進協議会によるプロモーション事業や体

験メニューの商品化など、広域的な誘客活動にも努めてまいります。

厚岸道立自然公園の国定公園化については、漁業者が抱く厚岸湖内

での将来的な漁業活動への不安を払拭するため、今後も漁業協同組合

との協調行動のもとで、北海道などの関係機関・団体と調整を図りな

がら、実現に向けて引き続き努力してまいります。

味覚ターミナル・コンキリエを管理運営する第三セクター「株式会

社厚岸味覚ターミナル」の平成２１年度の経営状態は、その改善に向

けた取組のもと、売上高の向上や経費削減の徹底によって大きく収支

の改善が図られてきております。しかし、累積欠損金を解消するには

至っておらず、さらに積極的な営業活動の展開などにより、収益性を

より高める取組が求められますが、観光客の減少傾向が続いている中

での厳しい経営環境にあり、収益性の向上に苦戦を強いられることは

否めない状況にあります。厚岸町の産業振興と地域経済活性化のため

の公益性を担い、その役割を果たすためには、その施設の運営にあた

る会社の経営の安定化は欠かせません。このため、施設の管理運営を

委託するにおいて、前年度と同様、観光客の閑散期における収支バラ

、 。ンスを図るための 運営負担を委託料に加える対応をしてまいります

現在の雇用環境は、世界的な景気悪化の影響を受け、大手企業が大

規模な事業縮小に踏み切り失業者が急増するなど、引き続き厳しい状
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況にあります。このような中、季節労働者や失業者の通年雇用の促進

に向け、釧路地区通年雇用支援促進協議会をはじめ、ハローワークや

釧路支庁などの関係機関と密接な連携を図るとともに、地域経済の発

展や活性化を支える担い手となる新卒者や若年者の雇用の確保につい

て、厚岸町雇用対策連絡会議を活用するなどして、各団体や企業に働

きかけてまいります。

また、国の「緊急雇用創出事業」などの雇用・経済対策の有効活用

を図りながら、本年度も引き続き、雇用の確保に努めてまいります。

(３) やさしさあふれ健やかに安心して暮らせるまちづくり

まちづくりの柱の三点目は 「やさしさあふれ健やかに安心して暮、

らせるまちづくり」であります。

町民の健康保持増進については、乳児から高齢者まで、町民だれも

が健康を保持し、疾病の予防や早期治療が受けられる環境づくりに努

めてまいります。また、特定健康診査や生活習慣健康診査の受診勧奨

や 「麻しん 「風しん 「インフルエンザ」など、各種感染症予防に、 」 」

むけた制度の周知と接種勧奨を図ってまいります。さらに、昨年から

実施している節目年齢を対象にした女性特有のがん検診推進事業の受
ふ し め

診勧奨と、妊婦健康診査費用の公費負担の拡充及び町単独事業による

妊婦健康診査通院費助成を継続してまいります。

町民のライフステージや地域の特性に応じた施策の推進を目指す健

康増進計画「みんなすこやか厚岸２１」は、国の健康増進制度の変更

による各種指標の目標年次にあわせ、計画年次を平成２４年度までに

変更して推進してまいります。



- 18 -

町立厚岸病院は、町民の皆さんの命と健康を守り、誰もが元気で安

心して生活できる社会を支える地域の拠点医療施設であります。

その目指すべき診療は、町民のあらゆる健康問題や疾病に対し、家

族や家庭、地域での生活背景を把握し、総合的に継続して治療を行う

「かかりつけ医」による患者中心の診療であります。そうした医療の

継続とサービスを提供するため、医師や看護師など医療技術員の確保

に努め、知識の向上と課題解決への認識の共有化を図り、良質な医療

とサービスの充実に努めてまいります。

診療科目では、内科、外科、小児科の常設科と、整形外科、脳神経

外科、循環器内科の専門外来を釧路市内の総合病院との病病連携によ

り定期的に設置することで、これまでの診療科を継続して実施してま

いります。

病院経営については、町立厚岸病院改革プランに基づく経営改善に

一層努めるとともに、病院運営は救急医療など不採算医療を担う医療

行政として生活基盤の根幹をなす重要施策であることから、一般会計

からの財政支援も含めて収支均衡を図りつつ、不良債務の解消にも努

めてまいります。また、本年度から療養病床１０床を削減するととも

に、患者動向に見合った病院規模のあり方と経営形態の見直しの検討

を進めながら、救急医療をはじめとした診療機関相互の医療連携の一

層の構築に努めてまいります。なお、本年度の透析用監視装置の更新

を実施することで全装置の更新が一巡するとともに、病院建設時に導

入の主な大型医療機器についても、最新型への入れ替えが終えること

から、診療機能の充実と安心が期待されるところであります。

ドクターヘリの運行など広域救急医療体制については、拠点となる

医療機関や関係機関との連携強化を図り、医療体制と搬送体制の確保
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に努めてまいります。

町民は、だれもが住み慣れた地域や家庭で暮らし続けたいと望んで

おり、そのための環境整備も必要であります。このため、行政のみな

らず、町民や民間事業者、ボランティア組織などさまざまな推進主体

が一体となって 「ともに支えあう福祉のまちづくり」の実現に向け、

た取組が一層図られるよう、厚岸町地域福祉計画の見直しを行ってま

いります。

この計画の見直しにあたっては、地域の皆さんの協力が必要となる

災害時要援護者対策などの推進により 多くの町民参加がなされ 在、 、「

宅生活を支える総合的な地域福祉の推進」への理解をより高められる

よう取り組んでまいります。

また、４月には奔渡地区に多機能共生型地域交流センターがオープ

ンいたします。気軽に利用でき、愛着のあるイメージを持ってもらお

うと、施設の主な利用の対象となる方々から愛称を募集し 「コアぽ、

んと きらく」と名付けていただいたところです。この施設を拠点と

して、高齢者、障がい者、子育て家庭の保護者などの交流を推進し、

それぞれの取組を理解し合いながら福祉の向上を目指す、新たな地域

福祉づくりにも取り組んでまいります。

高齢者福祉については、平成２１年３月策定の「第４期厚岸町高齢

者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき進めてまいりますが、

． 、 ， 、高齢化率が２８ ４パーセント 高齢者の世帯数が１ ２９９世帯で

全世帯に占める割合が２９．３パーセントであることから、在宅生活

支援施策の拡充が求められております。介護予防事業の「元気いきい

き教室」の拡充による推進や、地域包括支援センターを中心とした各

種支援機能の充実に努めてまいります。
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また、認知症高齢者などが安心して生活を維持できるよう、地域の

見守り体制を整備していく施策の一つとして、認知症サポーター養成

講座の受講者の拡大を目指してまいりますし、地域福祉と連携する施

策として、災害時要援護情報と救急医療情報を共有できる「命のバト

ン配布事業」を推進してまいります。

障がい者施策は、ノーマライゼーションの理念のもと、障がいのあ

る人やその家族が安心できる自立した暮らしを支援する体制づくりに

取り組んでおります。障害者自立支援法に替わる新たな法律づくりが

行われることになっておりますが、これからの障がい者施策は障がい

のある人が主体となって作っていくというような流れを、しっかりと

受け止め、この実現がなされるようその情報の提供に努めてまいりま

す。４月からは、障害福祉サービスを利用する低所得の人の利用者負

担を取り止めることとなっており、手取額のアップなどで就労意欲の

増進につながるよう、障害福祉サービスの利用の周知に努めてまいり

ます。

また、障がい者施策の基本的な方向と主要施策を示す「厚岸町障が

い者基本計画」とその基盤整備を柱とする「厚岸町障がい福祉計画」

をもとに、入所施設から地域への移行といった国の政策期限の到来が

平成２３年度末と差し迫っていることもあり、障がいのある人が地域

の中で普通に暮らせるために重要となるケアマネジメント事業と相談

支援体制について、専門の相談支援事業者との連携を密接にしながら

取組を強化してまいります。

さらに、健康診査業務などの円滑な実施を図り、幼少期からの障が

いの早期発見と、子ども発達支援センターを中心とした早期療育の推

進に努めるとともに、保育所・幼稚園や学校教育へのスムーズな移行



- 21 -

を図る取組を重視した展開を図ってまいります。

子育て支援施策では、次世代育成出産祝金支給、保育所・幼稚園の

保育料助成など少子化・子育て対策の事業を本年度も継続し、制度の

周知と利用の促進に努めてまいります。

また、児童手当に替わる子ども手当の支給が始まりますが、制度の

適切な周知を図り、早期に申請ができるようその万全な体制構築に努

めてまいります。

さらに、保育所の１歳児保育を、厚岸保育所においても開始し、全

認可保育所で実施することで、働く保護者の子育て環境の向上に努め

てまいります。

子育て支援センターにつきましては、４月にオープンする多機能共

生型地域交流センター「コアぽんと きらく」に移転することで、余

裕ある遊戯室と個別相談支援室を確保するほか、懸案であった午後の

部の事業実施時間帯の拡大を図るとともに、子育て支援センターの機

能充実のため、家庭訪問による子育て支援対策についての検討を行っ

てまいります。

また、保育士と児童厚生員の研修機会の確保とその受講により、職

員の資質向上にも取り組んでまいります。具体的な子育て支援に係る

、 、取組については 厚岸町次世代育成支援行動計画の着実な推進を図り

目標達成に努めてまいります。

次に、社会保障制度について申し上げます。

まず、国民健康保険制度についてですが、医療保険制度が頻繁に見

直しされる中、引き続き厳しい運営が予想されることから、特定健康

診査などの推進による医療費の抑制や、保険税の収納率の向上など給

、 、付財源の確保に努めるほか 関係機関と連携して制度の安定化に向け
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国などに抜本的な支援策を要請してまいります。

また、後期高齢者医療制度については、現政府の方針として、現行

制度を廃止し新たな制度へ移行するとしておりますが、この移行も平

成２５年度からとされていることから、当面は現行制度について、北

海道後期高齢者医療広域連合と連携を密にし、円滑な事業の運営に努

めてまいります。

介護保険制度は、介護を社会全体で支え合う制度であり、支える皆

さんへの情報提供や、要支援・要介護者への適正なサービス提供に努

めるとともに、介護予防事業及び地域支援事業の普及に努めてまいり

ます。

介護サービス事業では、本年度から増床となる特別養護老人ホーム

心和園の入所施設１８床、短期入所施設１０床の供用が始まり、入所

待機者の待機環境の改善をはじめ、介護家族や居宅サービス利用者へ

のサービス向上が図られます。引き続き特別養護老人ホーム及びデイ

サービス事業において、利用者の立場に立った事業の提供に努めると

ともに、在宅の介護予防ケアプラン作成事業を通して、高齢者支援体

制の充実に努めてまいります。

また、生活保護制度などの適正な周知を図りながら、生活困窮者へ

、 。の必要な保護を行うとともに 自立に向けた支援に努めてまいります

(４) 個性と感性がきらめくまちづくり

まちづくりの柱の四点目は 「個性と感性がきらめくまちづくり」、

であります。

次代を担う子どもたちは地域の宝です。子どもたちが、夢と希望に
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あふれ、心豊かにたくましく成長できるよう、教育委員会と連携しな

がら、時代の変化にも対応した教育環境の整備と充実に努めていくこ

とも行政の重要な役割であります。

そこで、私に関係する教育行政について申し上げます。

老朽化に伴い全面的な施設改修が望まれていた学校給食センターの

改築を、二カ年事業により着手いたします。学校給食センターは、児

童生徒の心身の健全な発達、食に関する正しい理解と適切な判断を養

うという重要な使命があります。新たな給食センターには、研修スペ

ースを確保するなどして、施設を活用した食に関する指導をこれまで

以上に積極的に展開されるよう期待をしているところであります。

また、水はけが悪く支障を来している厚岸小学校のグラウンド整備
きた

事業を行うほか、平成２２年度末をもって閉校する厚岸潮見高等学校

の校舎を真龍中学校として使用するための改修設計に取り組んでまい

ります。

、 、さらに 町内の高校に通学するためのバス定期券購入助成について

本年度から利用対象区域を釧路市及び浜中町まで広げ、保護者負担の

軽減を図るとともに、地元高校への支援に努めてまいります。

(５) みんなでつくる協働のまちづくり

まちづくりの柱の五点目は 「みんなでつくる協働のまちづくり」、

であります。

近年の社会経済構造の変化や人口の減少、少子高齢化の進行、市町

村合併の進展など地方自治体を取り巻く環境が変化する中で、釧路広

域市町村圏事務組合を構成する管内の１市７町村で、今後のあり方な
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どについて検討を重ねてきたところでありますが、結論としては、一

部事務組合組織については解散し、新たな任意の協議会を設置して管

内の共通行政課題の解決に取り組んでいくこととしたところでありま

す。このため、この町議会定例会において、解散するために必要な関

連議案を上程させていただいておりますが、関係市町村との協議を経

て、平成２２年３月３１日をもって解散することとしております。

平成２１年度から進めております戸籍事務の電算化は、本年１１月

から稼働を予定していますが、戸籍や除籍の交付時間を短縮し、シス

テム化により正確性や質の高い戸籍事務を実施し、町民サービスの向

上を図るとともに、事務の効率化による窓口サービス業務の内容の充

実を進めてまいります。また、町民に対し電算化に伴う変更について

わかりやすい周知に努めてまいります。

また、女性の社会参加を促進するため、女性団体の活動に対する支

援に努めるとともに、女性の意見をまちづくりに反映できる機会の拡

充を図るため、行政の政策・方針決定などの過程で設置される各種審

議会などへの女性の登用を促してまいります。

次に、財政運営についてであります。

国が示した地方財政計画では、地方税が前年度当初比で都道府県が

約２兆５，０００億円の減、市町村が約１兆２，０００億円の減で合

わせて約３兆７，０００億円もの大幅な減収見込みであります。

これを補うために、地方交付税を約１兆１，０００億円、臨時財政

対策債を約２兆６，０００億円増額し、地方全体の税収減を補てんす

る財源を確保しております。

このような状況の中、厚岸町の平成２２年度一般会計予算案におい

て、町税については、厚岸町経済の底堅さを示すように前年度当初予
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算とほぼ同額の１０億円台を確保できる見込みであります。

普通交付税は、国が示した地方全体の伸び率は６．８パーセントの

増、臨時財政対策債は４９．７パーセントの増でありますが、法人税

などが大幅な減額となる都道府県や大都市にその補てん財源として割

り増し交付される見通しであり、税収が落ち込まない本町は、交付額

は相対的に伸び率が圧縮されるものと想定しております。

平成２１年度当初予算との比較で、普通交付税は町独自の要素を加

味した推計に基づき約１億２，０００万円の増、率にして４．１パー

セントの増とし、普通交付税を補う財源として算定される臨時財政対

策債は約１億１，０００万円の増、率にして３４．４パーセントの増

としているところであります。

歳出では、公債費が前年度とほぼ同額の約１２億円となり、人件費

は正職員ベースでは退職１２人に対し新規採用８人の４人減とし、５

年間続いた給与独自削減を行わないこととし約５，７００万円の増と

しております。

平成２２年度の一般会計予算案は約７７億６００万円で、昨年度に

比較して約４，６００万円の増、率にして０．６パーセントの増とな

り、２年連続の増額予算としております。これに、前年度の繰越明許

費分も含めた執行ベース予算では、平成１３年度以来となる１００億

円の大台を超える見込であります。

また、特別会計では、介護サービス事業特別会計が心和園入所施設

の増床などにより約１億５００万円の増となり、特別会計総額では約

３８億９，１００万円で、前年度と比較して約１億４，２００万円の

増、率にして３．８パーセントの増であります。

一般会計・特別会計の当初予算合計では約１１５億９，７００万円
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となり、昨年度に比較し約１億８，７００万円の増、１．６パーセン

トの増となっております。すべての特別会計の財源不足を一般会計か

ら補てんし、一般会計の収支不足額は前年度よりも約５，３００万円

圧縮となる約５億２，２００万円となり、各種基金を同額取り崩し、

収支の均衡を図ったところであります。

現在の町財政は、過去の最悪期よりは好転の兆しはありますが、地

方交付税が、その原資となる所得税など国税５税の法定率引き上げが

見送られたため、後年度において安定的に地方財源が措置される保証

はなく、依然として今後の国の地方財政対策は不透明な状況にあり、

決して財政改革への緊張感をゆるめることはできないと考えておりま

す。

今後、地域主権の確立に向けて、ますます「地域のことは地域で」

とし自律した財政運営を目指す必要があります。このような視点をも

って自主財源の確保を図り、第５期厚岸町総合計画の目標達成に向け

た効率的な予算執行を念頭に健全な財政運営を図ってまいります。

４ むすび

以上、平成２２年度の町政を執行するにあたっての基本姿勢と主要

な施策の概要について申し上げました。

、 、 、今 わが国の経済を見ると 一昨年秋以降からの急激な景気後退は

一面においては最悪期を脱し、持ち直しの動きも出てきたといわれて

おりますが、地方の中小企業を取り巻く経済環境は、引き続き極めて

厳しい状況が続いており、雇用情勢も深刻な状況のまま推移し、現在
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に至っております。また、めまぐるしく変わる社会環境において、地

方自治体を取り巻く情勢は一段と厳しさを増しており、今後も多くの

困難が予想されます。

時代の潮流を的確に捉え、新たな視点でわが町の１１０年の歴史に

学び先人たちが幾多の苦難の中から築き上げてきた力を私たちは引き

継ぎ、発揮しなければなりません。

「至誠にして、通ぜざるはなし 、幕末の思想家・吉田松陰の言葉」
し せ い つう

です。目標に向かい誠意をもって行動するならば、どんなことでも達

成できないことはない、ということを説いた言葉であると思います。

厚岸町民には、目前に困難があろうとも、必ずや未来を切り拓く、そ

の力があると確信しています。

私は、これまで、多くの町民の皆さんの声をお聞きし、郷土を想う

熱い心に触れてきました。

私の役割は、豊かな町民生活が永続できる地域社会を形成すること

にあります。町民の皆さんの思いをしっかりと受け止め、今、私は、

この厚岸町を「誰もが住み良い、住みたくなる、来たくなる」まちに

したいという思いを新たにしております。また、同時に、町民の皆さ

んからのご期待と、課せられた責任の重さを、改めて痛感していると

ころであります。

大変厳しい時代に携わったこれまでの町政運営を尊い経験として、

将来をしっかりと見据え、さらなる意欲をもって、これからのまちづ

くりの舵取りをいたしたいとの決意を新たにしております。

町民の皆さん、そして町議会議員の皆さん、一層のご理解ご協力を

心からお願い申し上げます。




